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1．はじめに
　児童虐待（以下、虐待）が重大な社会問題となっ
て久しい。平成24年度全国児童福祉主管課長・児童
相談所長会議資料（厚生労働省，2012）によると、
全国の児童相談所に寄せられた平成23年度の虐待相
談対応件数は59,862件（速報値）であり、児童虐待
防止法が成立した平成12年度の17,725件の約3.4倍
である。その中で、虐待対応の中核である児童相談
所の業務量は増大している。才村ら（2005）は平成
10年と児童虐待防止法第一次改正後の平成17年の児
童相談所職員の業務量を比較して、養護相談を中心
とした業務量の増加を示している。
　虐待対応は業務量の多さに加えて、質的な困難さ
も高い。そこにはいくつかの理由がある。まず、加
藤（2004）が指摘するように、虐待対応は様々な段
階で親子分離を含めた重大な意思決定を伴い、それ
に対する的確な対応が要求される。また、15年間児
童相談所に勤務した著者の経験では、虐待ケースは
家庭状況の不安定さからケース状況が刻々と変化す
るため、極めて柔軟な対応が求められる。さらに、
虐待対応は児童相談所などの単独の機関で完結せ
ず、被虐待児童とその家族に関わる個人や機関を巻
き込む広範な対応となる。加えて、保護者との対立
も多く、高いストレスを抱えながらの忍耐強い対応
が要求される。つまり、虐待対応では、的確かつ柔
軟で広範、そして忍耐強い対応が求められる。
　以上、児童相談所における虐待対応は量、質とも
に困難を要求されるため、専門的なケースワークと
その枠組みを決定づけるアセスメントが求められ
る。また、虐待対応では子どもの命を最優先とする
ため、リスクアセスメントが重要視される。本邦で
は、児童相談所が一時保護を行うためのリスクアセ
スメント指標（加藤，2001；厚生労働省，2009）や、
保健分野用の乳幼児リスクアセスメント指標（加藤
ら，2000；佐藤，2001）が開発されている。また、
各自治体も独自に開発・使用している。島根県にお
いても島根県版児童虐待アセスメント用紙（以下、
島根県版アセスメント）が開発され、平成19年より
県下4つの児童相談所全てで使用されている。
　Milnerら（1998）は、アセスメントを「準備」、「デー
タ収集」、「データを慎重に考慮する」、「データを分
析する」、「分析を利用する」の5段階に分ける。こ
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の5段階は児童虐待の情報分析の流れそのものであ
り、情報収集から支援に向けた対人援助過程の深ま
りを示す水準（以下、アセスメント水準）と言える。
アセスメント水準は、既存の虐待リスクアセスメン
トがどのくらい有効に使用されているかの評価基準
として利用できる。例えば、あるリスクアセスメン
トが、目的とするアセスメント水準に達しない場合、
アセスメントに不備があるか利用者の未熟さが考え
られる。前者ではアセスメントの改良が、後者では
利用者の技術向上が必要となる。
　なお、虐待のアセスメント用紙は2種に大別でき
る。１つは、必要な情報をチェックリスト項目にあ
げて情報整理するもので、既存のリスクアセスメン
ト指標がこれに該当する。もう１つは、自由記述欄
に虐待事実もしくは虐待が心配される出来事やリス
ク要因、セイフティ要因（リスクを低減する要因）
などをあげながら、ケースワーカーの臨床的な判断
に基づいて情報の収集・整理から支援目標と支援策
の設定までを行う方式である。これは、オーストラ
リアビクトリア州におけるリスクマネージメントモ
デル（Hemsworth　et al., 1996）やサインズ・オブ・
セイフティ・アプローチ（Turnel et al., 1999；井上
ら，2008）で用いられている。ここでは、便宜的に
前者のアセスメント方式をチェックリスト方式と呼
び、後者のそれを臨床的記述方式と呼ぶ。チェック
リスト方式の意義は情報収集の基準を示す点にある
（加藤，2004）。よって、チェックリスト方式の利用
により、経験の浅いケースワーカーでも必要な情報
の取集が可能となるが、十分な研鑽を積まなければ
収集した情報の分析や利用ができず、アセスメント
水準がデータ収集に留まる危険がある。臨床的記述
方式はアセスメント水準として、支援目標と支援策
の設定（収集したデータの分析と利用）までが意図
されるが、ケースワーカーが十分な研鑽を積まなけ
れば、必要な情報（データ）の収集すら困難になる
危険がある。
　島根県版アセスメントはチェックリスト方式であ
るが、情報を整理し、関わり方と主に関わる機関を
導き出すための整理票を備えており、ある程度の支
援方策を導きだせる。このため、経験の浅いケース
ワーカーが利用してもアセスメント水準が情報収集
に留まることなく、より深い水準に到達できる可能
性を有する。しかし、島根県版アセスメントの利用
実態や有用性は検証されていない。また、開発から
6年が経ち、これまでの使用で得た知見をアセスメ
ントの改良に反映させる必要もある。以上から、本
研究では島根県版アセスメントを紹介の上、利用実
態の調査結果をアセスメント水準に照合して評価す
ることにより、島根県版アセスメントの改良や研修
開発等の方向性を探ることを目的とする。
2．島根県版アセスメント
１）作成方法
　本アセスメントは、島根県内の児童相談所で所有
する各自治体等（宮崎県、青森県、北海道、千葉市、
横浜市、神奈川県、島根県大田市等）の虐待アセス
メント用のチェックリストを用いて平成19年に開発
され、著者は開発メンバーの一員であった。
　開発に際し、まず、アセスメントにより児童相談
所が判断する重要項目として「虐待事例として扱う
か否か」、「親子分離をすべき事例か否か」、「児童福
祉法28条を適用すべき事例か否か」、「虐待者や被虐
待児童に対していかなる支援を行うべきか」の4点
を定めた。次に、各自治体等の児童虐待アセスメン
ト用チェックリストより、この4点の判断のいずれ
か、もしくは複数を使用目的とするものが選ばれ
た。その後、それらのチェックリストが有する全て
の項目を抜き出し、内容の類似する項目をグループ
化した上で、不適切な表現を使用する項目を削除し
た。その際、「“身体的虐待が濃厚”など、虐待を疑
う客観的な根拠に言及していない表現」、「“身体的
虐待による痣”など、子どもの状態を根拠なく虐待
の結果と断定している表現」、「保護者の精神状態や
障害など虐待が発生するリスクの一つに過ぎない要
因を、唯一の虐待の原因であるかのように記す表現」
の3種類を不適切な表現とした。
　残った項目のうち、特定の項目の具体的特徴や部
分的現象を記すものは、その特定項目を評価する際
のサブ項目とされた。続いて、内容が類似する項目
のグループに大項目としてのグループ名をつけ、ど
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のグループにも分類できない項目は「その他」とし
てまとめられた。最後に、著者の所属する児童相談
所の全職員から意見を聴取して、項目の削除・追加・
修正を行って試作版を作成し、島根県内の各児童相
談所で試用した後に最終的な項目の削除・追加・修
正を行って最終版が決定された。
2）項目の構成
　本チェックリストは、「虐待状況（疑いを含む）」、
「家庭状況」、「虐待を受けたとみなされる子どもの
状況」、「虐待を行ったとみなされる保護者自身の状
況」、「その他」の4つの大項目からなる。各大項目
は4～ 15のリスク項目から構成され、チェックリ
スト全体では42項目を有する（表１）。各項目は主
に4件法で評価され、当該項目に当てはまるほど虐
待の程度やリスクが高いと推定される。また、各項
目には具体的な例をあげたサブ項目を必要に応じて
記載した。
3）評価
　本アセスメントは、得点を算出してリスク判断の
指標とする手法はとらない。それは、評価に使用さ
れた4件法は基本的に順序尺度であり、各リスク項
目の評定を数値化した上で、その総和や平均を求め
るような単純な指標では、リスクの大きさを適切に
反映しない上、他の方法を用いても、総合的なリス
ク判断が可能な数値化は困難だからである。例えば、
身体的虐待では１回の暴力が子どもの命を奪う場合
があるため、多くの項目に問題がなくとも、暴力の
質と程度により、ハイリスクの事例と判断する場合
があることからもそのことはわかる。よって、最終
的には各ケースワーカーが、得られた情報を臨床的
な判断に基づいて整理・分析し、支援方策を考える
ことになるが、この作業は短い経験年数では困難で
ある。そこで、本アセスメントでは、情報を整理し
て支援方策を考える助けとして整理票を用意した。
4）整理票
　まず、整理票の根拠となる虐待発生のモデルを示
す。本モデルは著者が児童相談所業務の中で経験的
に捉えたものを理論的枠組みとして整理したもので
ある。ここでは、児童虐待は単独のリスク要因から
ではなく、様々なリスク要因間の相互作用として生
 
 
表１ 島根県版アセスメントのチェック項目  
大項目  
項目
番号  
チェック項目  
虐
待
状
況
（
疑
を
含
む
） 
1 当事者が保護を求めている  
2 性的虐待を受けている  
3 身体的虐待を受けている  
4 子どもの衣食の世話がなされていない   
5 子どもの医療・衛生・健康面での世話が不適切  
6 子どもの安全管理が十分になされていない  
7 子どもの自由が束縛されていることが疑われる  
8 心理的虐待を受けている  
家
庭
状
況 
9 リスクが心配される家庭の成員構成   
10 援助からの孤立  
11 経済的不安がある  
12 夫婦間に問題がある  
13 住環境が劣悪である  
虐
待
を
受
け
た
と
み
な
さ
れ
る 
子
ど
も
自
身
の
状
況 
14 多胎児である  
15 知的・運動発達に遅れや偏りが認められる（疑いを含む）  
16 身体の成長に問題がある  
17 性格・行動上で気になる面がある  
18 問題行動（反社会的行動）が認められる                          
19 ストレス反応または PTSD と考えられる身体症状が認められる  
20 ストレス反応または PTSD と考えられる心理的不安定さが認められる  
21 保護者に対してネガティブな感情や行動を示す  
22 その子ども自身に虐待されているという認識がないような態度をとる  
虐
待
を
行
っ
た
と
み
な
さ
れ
る
保
護
者
自
身
の
状
況 
23 関係する機関への自発的な相談歴  
24 保護者は、子どもの誕生（妊娠・出産）を望んでいなかった  
25 成育環境上の問題を抱えている  
26 保護者が過去に虐待歴を持つ  
27 当該児童が生まれた時点で、保護者が若年（10 代～20 代前半）であった  
28 保護者が知的な遅れを有する  
29 保護者に身体上の病気や障害があり、子どもの養育に大きく影響している  
30 保護者の感情・情緒が不安定である  
31 保護者が気質・性格上の問題を有する  
32 保護者が精神医学的な問題を有する（疑いを含む）  
33 保護者が嗜癖の問題を有する  
34 保護者が虐待行為は行っていない旨を述べる   
35 保護者が自らの虐待行為に対して問題を感じていない態度をとる  
36 保護者が子どもに対してネガティブな養育態度をとる  
37 子どもの気持ちを読み取ることができない  
そ
の
他 
38 過去から現在において子どもの養育者が一定していない  
39 地域社会のモニターや支援機関が乏しい  
40 第３者による日中の子どもの安全確認が困難  
41 児童相談所が保護者との関係を構築することが困難である  
42 近隣から児童相談所への（通告・通報・苦情）が繰り返しある  
注：サブ項目は省略
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ 児童虐待発生モデルの概念図 
 
表1　島根県版アセスメントのチェック項目
図1　児童虐待発生モデルの概念図
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じると考える。リスク要因として大きく、「社会の
土壌」、「家庭の土壌」、「子どもの特性」、「保護者の
特性」、「ハイリスク家族・家庭」、「子どもの身体と
言動（症状）」、「虐待行為」の7つの領域を設定す
る（図１、表2）。図１はこのモデルの概念図であ
る。本モデルによれば、「虐待行為」は「社会の土壌」
に乗った「家庭の土壌」から生じる「ハイリスク家族・
家庭」という人的・物理的な虐待ハイリスク環境に
包み込まれて発生する。その際、子育てを困難にす
る「子どもの特性」は「家庭の土壌」、「社会の土壌」
と相互作用しながら症状としての「子どもの身体と
言動」を作り出す。また、「子どもの身体と言動」は、
子育てを困難にする「保護者の特性」に影響を及ぼ
して症状としての「保護者の身体と言動」を生み出
すが、これは「ハイリスク家族・家庭」の一部とみ
なす。保護者の症状を含めた「ハイリスク家族・家
庭」は、「子どもの身体と言動」と相互作用しながら、
子どもと保護者の症状を悪化させ、「ハイリスク家
族・家庭」のリスクを更に高める。
　虐待発生の機序をこのように考えた場合、7領域
 
 
表 2 児童虐待発生に関連する領域とそれに対する関わり 
領域 定 義 例 関わり方 主に関わる機関 
①社会の土壌 児童虐待のリスクを高める社会的環境 
不況、子育て支援施策の遅
れ、子どもに対する暴力へ
の社会的寛容度 
・社会資源の整備 
・啓発活動 
・行政（国、県、市町
村） 
②家庭の土壌 
児童虐待のリスクを高める家庭の特性であるが、虐待行
為の発生には直接的に関与しない。①による影響を受け、
③や⑤と相互作用して、間接的に子どもや保護者の症状
に影響を与える。 
一人親家庭、経済的困窮 
・保護者との人間関
係構築の努力 
・保護者からの相談
に応じて支援 
・市町村 
・民生児童委員 
・近隣住民 
・親族 
・児童相談所 
③子どもの特性 
子育てを困難にする子ども自身の特性であり、①や②と
の相互作用により④を生み出す 
発達障害、知的障害、身体
障害、病気、育てづらい気
質 
・子ども自身への援
助、治療的関わり 
・学校/幼稚園/保育所 
・教育センター 
・発達障害者支援セン
ター 
・特別支援学校 
・児童相談所 
・病院 
④子どもの身体
と言動（症状） 
説明のつかない身体の怪我、繰り返される怪我。背後に
様々な環境的問題や生物学的問題が推測される適応的で
ない子どもの言動。 
傷、痣、嘘が多い、反抗的
程度、無差別的な愛着、多
動、不注意 
⑤保護者の特性 
子育てを困難にする保護者自身の特性であり、①、②、
④の影響によって、⑥につながる症状を生み出す。 
精神的障害、知的障害、発
達障害、人格的偏り、嗜癖 ・保護者との人間関
係に基づいた介入
（支援、治療的関
わり） 
・市町村 
・児童相談所 
・学校/幼稚園/保育所 
・病院 ⑥ハイリスク家
族・家庭 
子どもがそれと交わることによって、虐待行為が生み出
されるリスクが高くなる家庭内の人的・社会的・物的環
境。①と②を土台として、④と⑤の影響により発生する。
②とは異なり、虐待行為に直接的に関与する。 
不適切な養育を行う保護
者、夫婦間の DV 傾向、不
衛生/危険な/ライフライン
の止まった住宅 
⑦虐待行為 
虐待行為そのものであり、「児童虐待の防止等に関する法律」の第 2 条（児童虐待の
定義）に定義されるとおりであるが、⑥に包まれており外からは最も見えづらい。 
・保護者の意向に関
係ない介入（警告、
親子分離）  
・児童相談所 
・警察 
・市町村 
・病院 
注：図 1「児童虐待発生モデルの概念図」とあわせて参照のこと
 
 
表３ 整理票 
領域 項目番号（大項目）・結果 関わり方 主に関わる機関
⑦ 虐待行為 
2(ⅰ)  7(ⅰ)  
保護者の意向に
関係ない介入
（警告、親子分
離） 
・児童相談所 
・警察 
・市町村 
・病院 
3(ⅰ)  8(ⅰ)  
4(ⅰ)  12(ⅱ)  
5(ⅰ)  42(ⅴ)  
6(ⅰ)    
⑥  ハ イ リ ス ク家
族・家庭 
＋ 
⑤ 保護者の特性 
12(ⅱ)  33(ⅳ)  
保護者との人間
関係に基づいた
介入（支援、治
療的関わり） 
 
・市町村 
・児童相談所 
・学校/幼稚園/保育所 
・病院 
 
13(ⅱ)  34(ⅳ)  
28(ⅳ)  35(ⅳ)  
29(ⅳ)  36(ⅳ)  
30(ⅳ)  37(ⅳ)  
31(ⅳ)  42(ⅴ)  
32(ⅳ)    
④  子どもの身体と
言動 
＋ 
③ 子どもの特性 
１(ⅰ)  18(ⅲ)  
子ども自身への
援助、治療的関
わり 
・学校/幼稚園/保育所 
・教育センター 
・発達障害者支援センター  
・特別支援学校 
・児童相談所 
・病院 
14(ⅲ)  19(ⅲ)  
15(ⅲ)  20(ⅲ)  
16(ⅲ)  21(ⅲ)  
17(ⅲ)  22(ⅲ)  
② 家庭の土壌 
9(ⅱ)  26(ⅳ)  
・保護者との人間
関係構築の努力 
・保護者からの相
談に応じて支援 
・市町村 
・民生児童委員 
・近隣住民 
・親族 
・児童相談所 
10(ⅱ)  27(ⅳ)  
11(ⅱ)  38(ⅴ)  
12(ⅱ)  40(ⅴ)  
24(ⅳ)  41(ⅴ)  
25(ⅳ)    
① 社会の土壌 39(ⅴ)    
・社会資源の整備 
・啓発活動 
・行政（国、県、市町
村） 
＊ （ ）内のⅰ～ⅴは島根県版アセスメントの大項目（ⅰ：虐待状況、ⅱ：家庭状況、ⅲ：虐待を受けたとみ
なされる子ども自身の状況、ⅳ：虐待を行ったとみなされる保護者自身の状況）の種別を表し、（ ）の前
の数字は、島根県版アセスメントの項目番号を表す。 
＊実際のリスクアセスメントにおいては、領域の③と④、⑤と⑥が密接に関連して不可分なため、整
理表においては、便宜上、同一の領域として扱う。 
 
表2　児童虐待発生に関連する領域とそれに対する関わり
表３　整理票
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におけるリスク低減の関わり方とその関わり方が可
能な機関は、経験的に判断すると、概ね表2に示す
範囲に定まる。つまり、チェック済みの島根県版ア
セスメントのチェック項目を7領域に分類し直す
と、領域ごとのチェック状況から重点的に介入が必
要な領域がわかる上、関わり方と主に関わる機関の
目安がつくため、支援計画の作成に役立てることが
できる。これが整理票（表3）に他ならない。
　なお、図1において⑥、⑦が③、④、⑤に囲まれ
ているのは、家庭内の実態や虐待行為自体は家庭の
外からは直接見ることが困難であり、通常外部から
見えるのは③、④、⑤の領域が多いためである。
5）使用形態
　元々の島根県版アセスメントはB4版の冊子であ
るが、表計算ソフトのエクセル（マイクロソフト社）
で入出力が可能なパソコン版も開発されている。
３．アンケート調査
１）調査対象者
　島根県内の児童相談所で勤務する全ケースワー
カー 22名を対象とした。
2）実施と回収方法
　島根県児童相談所職員研究協議会相談部会（2012
年9月）にてケースワーカーにアンケート用紙を配
布し、その場で実施・回収した。3名の欠席者がい
たが、後日アンケートを郵送し、2名より回答を得
た。よって、計21名の回答を得る。
3）調査項目
　アンケート用紙は、１）基本的属性、2）島根県
版アセスメントの使用状況、3）整理票の使用状況、
4）使い勝手の4領域に関する質問項目から構成さ
れた（表4）。なお、2）島根県版アセスメントの
使用状況の「誰と一緒に記入するか」については、
本稿では分析の対象から外す。本調査では、Milner
ら（1998）が示す情報の収集・分析・利用といった
アセスメントの流れを、児童相談所における実際の
虐待アセスメントの流れに沿って、「Ⅰ．情報の収
集・記録・確認」、「Ⅱ．情報共有を目的とした資料
作成」、「Ⅲ．情報共有と目線合わせ」、「Ⅳ．虐待及
びそのリスク判断」、「Ⅴ．処遇の決定」に分け、5
つのアセスメント水準を設定した。「Ⅰ．情報の収集」
から「Ⅴ．処遇の決定」に向けてアセスメント水準
が深まる。各アセスメント水準の具体的な評価内容
は表5に示すとおりであり、結果の評価に際し、必
要に応じてこの水準と評価内容が使用された。
4）結果
（１）基本的属性
　調査対象の21名（男性9名・女性12名）のうち20
名が30歳以上であったが、児童相談所のケースワー
カーとしての経験年数は18名が4年未満であり、う
ち10名は2年未満であった。経験年数の短いケース
ワーカーが多いと言える。
 
 
表 4 アンケートの構造 
調査領域 具体的な内容 
基本的属性 ・性別、年齢、勤務年数 
島根県版アセ
スメントの使
用状況 
・利用頻度 
・使用形態 
・使用目的 
  情報の収集・記録、確認、整理、共有 
  情報の分析（リスクの判断） 
  判断（処遇方針の決定） 
・使用目的の意識化 
・使用のタイミング 
・誰と一緒に記入するか 
・目的の達成具合と役立ち具合及び役立っている面 
整理票の使用
状況 
・利用頻度 
・役立ち具合 
使い勝手 
・評定にかかる労力について 
・評定に労力がかかる原因について 
・評定にかかる労力とアセスメントの必要性について 
 
  
 
 
表 5 アセスメント水準と具体的な評価項目 
アセスメント水準 具体的な評価項目 
Ⅰ 
情報の収集・記録 
・確認 
1．収集した情報をケースワーク上の記録として残す 
2．ケースワークに必要な情報を把握しているか否かの確認とチェック 
Ⅱ 
情報共有を目的と
した資料作成 
3．所内会議用の資料として 
4．虐待認定の協議用の資料として 
5．関係機関との協議資料として 
Ⅲ 
情報共有と目線合
わせ 
6．ペアを組む心理司や上司との情報の共有や目線あわせ  
7．所外の関係機関の職員との情報共有や目線あわせ 
8．保護者との情報共有や目線あわせ  
Ⅳ 
虐待及びそのリス
ク判断 
9．虐待の有無の判断（証拠が無い場合） 
10．虐待の有無の判断（証拠が有る場合） 
11．確認された虐待の重症度の判断 
12．虐待の再発可能性の判断 
13．虐待が再発した場合の重症度の予測 
Ⅴ 処遇の判断 
14．一時保護（家庭からの分離）が必要か否かの判断 
15．在宅支援か社会的養護かの判断 
16．在宅支援の内容と関係機関の役割分担に関する判断 
 
  
表4　アンケートの構造
表5　アセスメント水準と具体的な評価項目
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（2）島根県版セスメントの使用状況
　①利用頻度と使用形態
　利用頻度は20名が全ケースに対して、１名が状況
に応じて使用すると回答しており、高い利用頻度が
うかがえた。また、使用形態は20名がパソコン版を
使用しており、パソコン版が普及していた。
　②使用目的と使用目的の意識化
　使用目的について13名が「まあまあ意識してい
る」、6名が「かなり意識している」と回答しており、
19名が使用目的を意識していた。使用目的について
は、表5に示す16の具体的な評価項目を使用目的に
置き換えた16の選択肢から、優先される上位3項目
の選択が求められた。表6は選択肢をアセスメント
水準別に分類した上で、各選択肢を選んだ人数を優
先順位別に示している。2番目に浅いアセスメント
水準である「Ⅱ．情報共有を目的とした資料作成」
を第１位の目的とする者が12名と半数以上を占め、
中でも虐待認定の協議用資料を目的とする者が9名
と多い。また、第2位を見てもⅡの水準を選択する
者が10名と最も多い。１位から3位までの総人数で
もⅡの水準が25名と最も多いが、2番目に処理水準
の深い「Ⅳ．虐待及びそのリスク判断」の16名が次
に多い。しかし、Ⅳの水準における第１位、第2位
の人数は、それぞれ3名、4名と多くない上、合計
の16名中10名は証拠がある場合の虐待の有無の判断
を選択している。また、最も処理水準の深い「Ⅴ．処
遇の判断」は、１位に選択した者は１名のみで、3
位までを含めても6名である。
　以上から、多くのケースワーカーが使用目的を意
識しているが、使用目的の中心は虐待認定の協議用
を中心とした資料作成と言える。3位までの順位で
見れば、Ⅳの水準を目的とする者も比較的多い。し
かし、比較的判断が容易と考えらえる証拠がある場
合の虐待の有無の判断が中心であり、より高い困難
を伴うと考えらえる証拠がない場合の虐待の有無の
判断や重症度の判断、再発に関する判断を目的とす
る者は少ない。Ⅴの水準を目的とする者も少なく、
本アセスメントがより高度な判断や処遇の判断を目
的に使用される傾向にはないと言える。
　③使用のタイミング
　使用のタイミングについては、13の選択肢から優
先される上位3項目の選択が求められた。表7は選
択肢を表5のアセスメント水準に分類した上で、各
選択肢を選んだ人数を順位別に示している。なお、
アセスメント水準のⅡとⅢ及びⅣとⅤは、内容的に
 
 
表 6 アセスメントの使用目的に関するアセスメント水準別、優先順位別人数 
単位：人 
アセスメント水準 選択肢の内容 1 位 2 位 3 位 計 
Ⅰ 
情報の収集・記
録・確認 
収取した情報をケースワーク上の記録と
して残す 
1 － 4 5 
ケースワークに必要な情報を把握してい
るか否かの確認とチェック 
4 2 2 8 
小 計 5 2 6 13 
Ⅱ 
情報共有を目的
とした資料作成 
所内会議用の資料として 3 3 － 6 
虐待認定の協議用の資料として 9 7 1 17 
関係機関との協議資料として － － 2 2 
小 計 12 10 3 25 
Ⅲ 
情報共有と目線
合わせ 
ペアを組む心理司や上司との情報の共有
や目線あわせ 
－ － － － 
所外の関係機関の職員との情報共有や目
線あわせ 
－ 2 1 3 
保護者との情報共有や目線あわせ － － － － 
小 計 － 2 1 3 
Ⅳ 
虐待及びそのリ
スク判断 
虐待の有無の判断（証拠が無い場合） － － － － 
虐待の有無の判断（証拠が有る場合） 3 2 5 10 
確認された虐待の重症度の判断 － 2 1 3 
虐待の再発可能性の判断 － － 2 2 
虐待が再発した場合の重症度の予測 － － 1 1 
小計 3 4 9 16 
Ⅴ 処遇の判断 
一時保護（家庭からの分離）が必要か否
かの判断が求められる時 
1 1 1 3 
在宅支援か社会的養護かの判断 － 1 － 1 
在宅支援の内容と関係機関の役割分担に
関する判断 
－ 1 1 2 
小 計 1 3 2 6 
合 計 21 21 21  
 
  
 
 
表 7 使用のタイミングに関するアセスメント水準別、優先順位別人数 
単位：人 
アセスメント水準 選択肢の内容 1 位 2 位 3 位 計 
Ⅰ 
情報の収集・
記録・確認 
通告受理後、ある程の度情報が集まった際 11 4 2 17 
概ね 1 ヶ月に 1 度など、定期的に － － － － 
ケースの情報整理ができていない時 － － － － 
ケースに何らかの変化があった時 － 2 4 6 
小 計 11 6 6 23 
Ⅱ 
 
 
Ⅲ 
情報共有を目
的とした資料
作成 
 
情報共有と目
線合わせ 
ケース会議がある時 － 5 2 7 
虐待認定の協議を行う時 9 8 3 20 
ペアを組む心理司や上司との情報共有が必要な時 － － － － 
所外の関係機関の職員との情報共有が必要な時 － － 6 6 
保護者との情報共有が必要な時 － － － － 
小 計 9 13 11 33 
Ⅳ 
 
 
Ⅴ 
虐待及びその
リスク判断 
 
処遇の判断 
ケースの進め方や支援方法が明確でない時 － － － － 
一時保護が必要か否かの判断が求められる時 － － － － 
在宅支援か社会的養護かの判断が求められる時 － 1 1 2 
児童福祉法第 28 条の申請を行うか否か判断が必要な時 － － － － 
小 計 － 1 1 2 
無回答 1 1 3 5 
合 計 21 21 21   
 
  
表6　アセスメントの使用目的に関するアセスメ
ント水準別、優先順位別人数
表7　使用のタイミングに関するアセスメント水
準別、優先順位別人数
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選択肢の分離が困難なため、まとめて整理した。第
１位のタイミングとしては、通告受理後を選んだ者
が11名と最も多く、次に虐待認定の協議を行う時の
9名が続き、無回答の１名を除く20名がこの2つの
選択肢の一方を１位に選んだ。また、１位～3位ま
での総人数でも、この2つの選択肢が大半を占め、
リスク判断や処遇の判断等のより深いアセスメント
水準に関わるタイミングで使用される傾向にはない
と言える。
④使用目的の達成具合と役立ち具合及び役立って
いる面
　使用目的の達成具合については14名が「まあまあ
達成される」、7名が「かなり達成される」と回答
しており、全調査対象者で使用目的が達成されてい
た。また、役立ち具合については、１名が「あまり
役立っていない」としたが、13名が「まあまあ役立っ
ている」、7名が「かなり役立っている」としており、
１名を除いて役立っていると感じていた。
　役立っていると回答した20名は、役立つ面につい
て、表5の16の評価項目を選択肢として、役立って
いる上位3項目の選択が求められた。表8は選択肢
をアセスメント水準別に分類した上で、各選択肢を
選んだ人数を順位別に示す。１位を見ると、2番目
に浅いアセスメント水準である「Ⅱ．情報共有を目
的とした資料作成」の小計が11名と半数以上である
上、虐待認定の協議用資料に役立つとする者が10名
と多い。また、１位では、「Ⅰ．情報の収集・記録・
確認」を役立つとする者が5名と2番目に多いが、
5名全てが「ケースワークに必要な情報を把握して
いるか否かの確認とチェック」に役立つとしてい
る。一方、１位～3位までの総人数を見ると、Ⅱの
水準が21名と最も多いが、2番目に処理水準の深い
「Ⅳ．虐待及びそのリスク判断」も13名と次に多い。
内わけは、１位の人数は１名と少なく、2位、3位
が6名ずつである上、13名中8名は証拠がある場合
の虐待の有無の判断を選択している。
　以上から、虐待認定用の協議資料や情報把握の
チェックを中心に役立ちつつ、順位を3位までに広
げれば、虐待及びそのリスク判断に役立つとする者
も比較的多い。しかし、比較的判断が容易と考えら
える証拠がある場合の虐待の有無の判断が中心であ
り、より高い困難を伴うと考えらえる証拠がない場
合の虐待の有無の判断や重症度の判断、再発に関す
る判断に役立つとする者は少ない。処遇の判断に役
立つとする者も１位～3位までの合計で6名と少な
く、本アセスメントはより高度な判断や処遇方針の
判断には役立っていない傾向がうかがえる。
　更に、使用目的通りにアセスメントが役立ってい
るか否かを確認するため、使用目的と役立っている
面の第１位について、役立っていると回答した20名
についてクロス集計を行った（表9）。表9からは、
20名中10名が目的通りに役立っており、20名中13名
が目的としたアセスメント水準において役立ってい
ることがわかる。また、目的としたアセスメント水
準と役立ったアセスメント水準が一致しない7名中
の4名は、目的とした水準よりも深い水準でアセス
メントが行われていた。以上から、本アセスメント
は概ね目的としたアセスメント水準かそれ以上の水
準で役立っていると言える
（3）整理票の使用状況
 
 
表 8 役立っている面に関するアセスメント水準別、順位別人数 
単位：人 
アセスメント水準 選択肢の内容 1 位 2 位 3 位 計 
Ⅰ 
情報の収集・記録・
確認 
収取した情報をケースワーク上の記録と
して残す 
－ － － － 
ケースワークに必要な情報を把握してい
るか否かの確認とチェック 
5 － 6 11 
小 計 5 － 6 11 
Ⅱ 
情報共有を目的と
した資料作成 
所内会議用の資料として 1 2 1 4 
虐待認定の協議用の資料として 10 4 3 17 
関係機関との協議資料として － － － － 
小 計 11 6 4 21 
Ⅲ 
情報共有と目線合
わせ 
ペアを組む心理司や上司との情報の共有
や目線あわせ 
－ 4 1 5 
所外の関係機関の職員との情報共有や目
線あわせ 
－ 2 1 3 
保護者との情報共有や目線あわせ － － － － 
小 計 － 6 2 8 
Ⅳ 
虐待及びそのリス
ク判断 
虐待の有無の判断（証拠が無い場合） － 3 － 3 
虐待の有無の判断（証拠が有る場合） 1 3 4 8 
確認された虐待の重症度の判断 － － 1 1 
虐待の再発可能性の判断 － － 1 1 
虐待が再発した場合の重症度の予測 － － － － 
小計 1 6 6 13 
Ⅴ 処遇の判断 
一時保護（家庭からの分離）が必要か否
かの判断が求められる時 
－ 1 － 1 
在宅支援か社会的養護かの判断 2 － － 2 
在宅支援の内容と関係機関の役割分担に
関する判断 
1 1 1 3 
小 計 3 2 1 6 
無回答 － － 1 1 
合 計 20 20 20  
  
表8　役立っている面に関するアセスメント水準
別、順位別人数
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　①整理票の利用頻度
　整理票の利用頻度については、4名が「かなり利
用する」、12名が「まあまあ利用する」、4名が「あ
まり利用しない」、１名が「利用しない」と回答した。
と「かなり利用する」と「まあまあ利用する」を合
わせると21名中の16名であり、比較的高い割合で利
用される傾向にある。
　②整理票の役立ち具合
　整理票の利用頻度については、「かなり利用する」、
「まあまあ利用する」と回答した16名に役立ち具合
を尋ねた結果、5名が「かなり役立っている」、11
名が「まあまあ役立っている」と回答しており、比
較的役立っていると言える。役立つ理由について、
１位、2位の順位別に選択を求めたところ、「主に
関わる機関がわかる」を１位に選んだ者が10名、2
位に選んだ者が3名いた。つまり、16名中13名とい
う高い割合で「主に関わる機関がわかる」ことを整
理票の利用理由として重視している。
（4）使い勝手
　①評定にかかる労力について
　評定にかかる労力について、9名が「あまり大き
くない」、11名が「まあまあ大きい」、１名が「かな
り大きい」と回答しており、半数以上が評定の労力
に負担を示した。
　②評定に労力がかかる原因について
　評定にかかる労力を「まあまあ大きい」、「かなり
大きい」と回答した12名に対して、１位、2位の順
位別に理由の選択を求めたところ、１位では「項目
の表現が曖昧で判断が難しい」を選んだ者が8名と
多く、2位では「本当の状況を知ることが困難な項
目が多く、判断が難しい」が7名と多く、この2つ
が評定に労力を感じる主な理由と言える。なお、項
目が多すぎると回答した者は2名のみであり、42と
いうチェック項目数が負担になる可能性は低いと判
断する。
③評定にかかる労力とアセスメントの必要性につ
いて
　評定にかかる労力を「まあまあ大きい」、「かなり
大きい」と回答した12名に対して、労力を払ってア
セスメントを実施する必要があるか否かを尋ねたと
ころ、7名が「まあまあある」、5名が「大いにある」
と回答しており、労力を無駄とは感じていないこと
 
 
表 9 アセスメントの使用目的と役立つ面のクロス集計 
単位：人 
 アセスメント水準 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
計 
水 準
別 合
計 
完 全
一 致
人数 
水準別
一致人
数 
ｱｾｽﾒﾝﾄ 
水準 
役立つ面 
ｱｾｽﾒﾝﾄの目的 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 
Ⅰ 
1.記録 ‐ 1 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1 
5 
‐ 
4 
2.情報の確認 ‐ 3 ‐ 1 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 4 3 
Ⅱ 
3.所内会議 ‐ 1 1 1 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 3 
11 
1 
8 4.虐待認定 ‐ ‐ ‐ 6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1 ‐ ‐ ‐ ‐ 1 ‐ 8 6 
5.関係者 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
Ⅲ 
6.所内 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
－ 
‐ 
‐ 7.関係者 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
8.保護者 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
Ⅳ 
9.虐待有無（証拠無） ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
3 
‐ 
‐ 
10.虐待有無（証拠有） ‐ ‐ ‐ 2  ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1 3 ‐ 
11.重症度判断 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
12.再発可能性判断 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
13.再発重症度判断 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
Ⅴ 
14.分離 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 1  1 
1 
‐ 
1 15.措置 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
16.在宅支援内容 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 
合 計 － 5 1 10 － － － － － 1 － － － － 2 1 20 20 10 13 
水準別合計 5 11 － 1 3  
注１：アセスメントの目的の 1～16 の数字がふられた項目及び役立つ面の 1～16 は、表 5 の具体的な評価項目の 1～16 に対応する 
注２：水準別合計とは、アセスメント水準ごとの合計人数を意味する。 
注３：完全一致人数とは、アセスメントの使用目的とアセスメントで役立つ面が完全に一致した人数を意味する。 
注４：水準別一致人数とは、アセスメントの使用目的とアセスメントで役立つ面がアセスメント水準のレベルで一致した人数を意味する。一
致する範囲を網掛けで示す。
表9　アセスメントの使用目的と役立つ面のクロス集計
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がわかる。また、表5の16項目を選択肢として労力
を払ってでもアセスメント行う必要性がある理由を
尋ねたところ、「ケースワークに必要な情報を把握
しているか否かの確認とチェック」と「虐待認定の
協議用の資料として」をそれぞれ5名ずつが選んで
おり、この2つが労力を払っても本アセスメントを
行う必要があるとする主な理由と言える。
5）結果のまとめ
　児童相談所職員に対するアンケート調査から、島
根県版アセスメントの利用実態について以下の点が
示唆された。
（１）利用頻度は高く、使用形態はパソコン版が普
及している。
（2）使用のタイミングは「虐待通告受理後」と
「虐待認定の協議を行う際」に集中し、リスク
判断や処遇の判断等のより深いアセスメント水
準に関わるタイミングで使われる傾向にはな
い。
（3）ほとんどのケースワーカーが使用目的を意識
しているが、目的の中心は虐待認定の協議用を
中心とした資料作成であり、より高度な判断や
処遇の判断を目的とする傾向にはない。
（4）本アセスメントは、虐待認定の協議や情報把
握のチェックを中心に概ね目的としたアセスメ
ント水準かそれ以上の水準で役立っているが、
リスク判断や処遇の判断等のより深いアセスメ
ント水準で役立っているとは言い難い。
（5）整理票は比較的高い割合で利用される傾向に
あり、実際に使用した結果は「主に関わる機関
がわかる」点で役立っている。
（6）使い勝手については、「項目の表現が曖昧で
判断が難しい」、「本当の状況を知ることが困
難な項目が多く、判断が難しい」を主な理由と
して、半数以上が評定に負担感を示した。しか
し、負担を感じるケースワーカー全てが、本ア
セスメントを実施する必要性を感じ、主な理由
として「ケースワークに必要な情報を把握して
いるか否かの確認とチェック」と「虐待認定の
協議用の資料として」があげられた。
4．考　察
　アンケート調査の結果から、島根県版アセスメン
トは主に虐待認定の協議のための資料作成を目的と
して実施され、その範囲において役立っていること
が示された。しかし、表5のアセスメント水準の視
点からは、その使用がⅡの「情報共有を目的とした
資料作成」で止まっていると言える。「はじめに」
で述べたように、チェックリスト方式の意義が情報
収集の基準を示すことであり、チェックリストその
ものに判断の枠組みがないことを考えれば、このこ
とは、チェックリスト方式である島根県版アセスメ
ントの限界を示唆すると言える。特にアセスメント
水準Ⅳで求められる虐待の有無やリスクの判断及び
アセスメント水準Ⅴで求められる一時保護や社会的
養護の判断を、島根県版アセスメントのチェックリ
ストや整理票の直接的な使用目的とすることは困難
である。なぜならば、それらの判断には、虐待行為
に関する明確な情報が必要であるが、図１が示すよ
うに、家庭内のリスク状況や虐待行為自体は見えな
い場合が多く、子どもの特性や症状、保護者の特性、
家庭の土壌などの周辺的な情報を基に総合的で臨床
的な判断を迫られるからである。この場合、その判
断を可能とする豊富な経験を有しない場合、本調査
の結果が示す通り、島根県版アセスメントの直接的
な使用目的は、会議等で総合的で臨床的な判断を行
うための情報収集となる。
　しかし、アセスメント水準Ⅲの「所外の関係機関
の職員との情報交換や目線合わせ」やアセスメント
水準Ⅴの「在宅支援の内容と関係機関の役割分担に
関する判断」に関しては、整理票の結果（関わり方
と主に関わる機関）を支援につなげる意識と方法が
あれば、ケースワークの経験が浅くとも島根県版ア
セスメントの中で実行可能と考える。なぜならば、
整理票の結果を具体的な支援に結びつけようとすれ
ば、主に関わる機関を中心とした関係機関間でケー
スに対する基本情報と関わり方の共通認識を持った
上で、関わり方を実行可能な支援策に落とし込むこ
とを試みることになるからである。つまり、必然的
に「所外の関係機関の職員との情報交換や目線合わ
せ」や「在宅支援の内容と関係機関の役割分担に関
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する判断」を行うことになる。なお、この2点を島
根県版アセスメントの使用目的としたり、役立った
と判断したケースワーカーが少数であることは、表
6と表8が示すとおりである。整理票の結果を支援
に結びつける意識が十分でないか、そのための方法
が不明確なことが示唆される。整理票が役に立つ理
由として「ケースへの関わり方が示されているから」
をあげた人数が１位と2位でそれぞれ3名と少ない
（表10）。このことは、多くのケースワーカーにとっ
て、整理票に示される関わり方を実行可能な支援策
に落としこむことが困難であること、つまりは整理
票の結果を支援につなげる方法が不明確であること
を示唆する。このことも臨床経験の少なさに起因す
ると言えるが、方法は技術的なものであり、研修に
よるある程度の修得が可能と考える。
　また、「所外の関係機関の職員との情報交換や目
線合わせ」は、具体的には児童相談所のケースワー
カーが他機関の関係者と島根県版アセスメントを実
施することだが、本研究の結果からは、現状におい
て十分に行われているとは言いがたい。ただし、児
童相談所のケースワーカーが他機関の関係者ととも
に児童虐待のアセスメント行うことは、島根県にお
いて一般的で普及した手法とは言えないのが現状で
ある。よって、研修等を通じてその重要性の啓発と
具体的な方法を提示することにより、十分な実施が
可能になると考える。
　以上から、島根県版アセスメントをより深いアセ
スメント水準で活用するには、整理票の結果を支援
策に結びつけるための研修が必要である。島根県版
アセスメントはその使用手引きはあるものの、体系
だった研修が行われたことはないため、その意味か
らも島根県版アセスメントに関する研修開発は、今
後の重要な研究課題である。
　また、本研究では、島根県版アセスメントが使用
するチェック項目について、評定の負担を高めてい
る側面が2点示唆された。１点は「項目の表現が曖
昧で判断が難しい」ことであり、もう１点は「本当
の状況を知ることが困難な項目が多く、判断が難し
い」ことである。１点目に関しては、より具体的な
表現へ変更が可能な項目については変更する必要が
あるが、まずは、具体的な表現へ変更が可能な項目
を調べることが必要である。2点目に関しては、虐
待行為が家庭内という外から見えづらい空間で生じ
ることを考えると、虐待のアセスメントが有する固
有の困難と言え、そのようなチェック項目の扱いに
対する考え方を整理することが今後の課題である。
5．おわりに
　島根県版アセスメントを概観した上で、その使用
実態の調査結果を示した。整理票も含めて利用頻度
は高く、概ね使用目的通りに役立ってはいるものの、
使用目的は虐待認定の協議のための資料作成が中心
であった。チェックリスト方式の限界を示唆する結
果とも言えるが、整理票の有効活用により、より深
いアセスメント水準で利用できる可能性もある。今
後は、そのための研修開発とともに表現が曖昧な項
目の見直しと、本当の状況を知ることができないた
めに判断が難しい項目の扱いについて整理すること
が課題と言える。
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